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デイサービスセンター ル・ソラリオン西新井 重要事項説明書  

          (令和６年１１月１日現在)  

  

１．施設の概要   

 

(１) 施設の名称等   

 

・ 運営主体     社会福祉法人 敬仁会 理事長 藤井 一博 

・ 施設名      デイサービスセンター ル・ソラリオン西新井  

・ 開設年月日    平成２３年４月１日  

・ 所在地      東京都足立区西新井３丁目１４番３号  

・ 電話番号     ０３－３８９９－３００５  

・ ファックス番号  ０３－３８９９－３０８５  

・ 施設長      森 本 勤 子 

・ 介護保険指定番号 １３９２１００２４２ 号 

・ 事業内容     併設型指定認知症対応型通所介護事業 

         併設型指定認知症対応型介護予防通所介護事業 

 ・ホームページ    https://www.med-wel.jp/nisiarai/ 

 

(２) 認知症対応型通所介護サービスの目的  

  

  認知症対応型通所サービスは、認知症である利用者が可能な限り、その  

 居宅において、その有する能力に応じ自律した日常生活を営むことができ  

 るよう援助し、地域との結びつきを重視して、関係機関等との連携に努め、  

 社会的孤立感の解消および心身の機能を維持することを目的としています。  

  この目的に沿って、ル・ソラリオン西新井では、毎年、事業計画の中に 

基本理念を定め運営しております。 

 

(３) 職員体制  

 

職種 通所人員数 

・ 看護職、介護職員        ２ 名   

・ 生活相談員        １ 名 

・ 機能訓練士       １ 名(兼務) 
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(４) 定員等 

 ・通所介護、介護予防通所介護       １２名  

  

２．サービス内容   

 

 ① 通所サービス計画の作成  

   地域密着サービスで行う介護サービスの内容を、ご利用者・ご家族  

保証人の希望を十分に取り入れ作成します。  

② 食事  

    昼食    午後１２時００分～  

＊ 食事時間は概ね上記のとおりですが、ご利用者の希望場所、ペース  

で召し上がっていただくことができます。  

③ 入浴  

身体の清潔を保ち、精神的に快適な生活を営むことができるよう適切  

な方法で入浴を援助します。  

④ 健康管理  

サービスご利用中は、常に健康状態に留意し、日常における健康保持  

のための適切な措置をとります。  

⑤ 栄養管理  

栄養並びに心身の状況及び嗜好を考慮した食事の提供を行います。  

⑥ 生活支援  

着替え・整容等の介護を適切に行います。また、おむつを使用する利  

用者については、排泄自立をはかり適切に交換します。  

⑦ その他のサービス  

・ 相談援助サービス(無料)  

・ おむつ(実費負担)  

・ ご利用者が希望する特別な食事の提供(実費負担)  

・ 理美容サービス(施設内で実費負担により出張サービスあり)  

・ 行事について(内容によっては費用がかかることがあり)  

３．緊急時の対応について  

  サービス利用中に容態等の変化があった場合、速やかに主治医、親族、  

  ケアマネ等へ連絡します。  

  

４．損害賠償について  

  事業者の責任によりご利用者に生じた損害については、速やかにその損  

  害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。  
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 【施設利用に当たっての留意事項】  

・ 飲酒、喫煙はご希望に応じ対応いたしますが、疾病等に影響があると  

医師が判断する場合は、ご遠慮をお願いすることもあります。また、 

喫煙は所定の場所でお願いいたします。  

・ 火気の取り扱いは原則として禁止いたします。 

・ 設備・備品の利用は、ご希望に応じます。ご相談ください。  

・ 金銭・貴重品のお預かりは原則として行いません。  

・ 感染につながるペットの持ち込みはご遠慮ください。   

  

【非常災害対策】  

 ・当施設の非常災害時においては、ご利用者の安全第一を優先し、適切な対

応に努めます。 

・非常災害その他緊急の事態に備えて、防災及び避難に関する計画を作成しま

す。また、災害時における関係機関への通報及び連携体制を整備し、ご利用

者及び職員に対し周知を図ります。 

・不慮の災害発生に備えて、年２回以上（日中 1 回、夜間 1 回以上）ご利用

者に参加していただく避難訓練を行います。避難訓練には、地域住民、消防

関係者の参加が得られるよう連携に努めます。その他必要な訓練等を行いま

す。 

・防災設備の業者点検を年２回、自主点検を年４回行います。 

 

【禁止事項】  

  ル・ソラリオン西新井では、多くの方に安心して生活して頂くために施   

設内での「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動、職員や他の利用者に

対する故意による暴言・暴力行為等並びにセクハラ行為等」は禁止します。  

  

５．利用料金   

 

 (１)基本料金・その他の料金  

   別紙①「ル・ソラリオン西新井利用料金表」をご参照ください。   

 

 (２)支払い方法  

  ・毎月１５日までに、先月分の請求書を発送しますので、その月の末日ま

でにお支払いください。お支払いいただきますと領収書を発行いた   

します。  

・お支払い方法は、現金、口座自動引き落とし等ご相談に応じます。  



R061101 

６．個人情報の取り扱いについて   

 

 (１)個人情報保護方針(プライバシーポリシー)  

   別紙②「社会福祉法人敬仁会個人情報保護方針」をご参照ください。   

 

 (２)個人情報の利用目的の特定について   

   別紙③をご参照ください。  

  

 (３)利用者の個人情報の留意事項  

  ①電話での利用者のサービス利用、確認のための問い合わせは緊  

   急時以外お答えしておりません。  

  ②利用者への面会、電話の取次ぎにつては制限を設けておりません。  

  特別な希望がある場合はご相談ください。  

  ③利用者の病状、ご様子の説明はご本人、ご家族にお伝えすることと 

   しておりますが、特定な方だけに伝えてほしい場合などはご相談く  

   ださい。  

  ④施設内において利用者の氏名、写真等はご本人を尊重したかたちで  

   掲示させて頂きます。なお広報紙への掲載については、ご本人、ご  

   家族の了解の上で掲載させて頂きます。  

  ⑤外部機関による第三者評価を受審しない為、満足度調査等の内容に 

よるアンケートを実施及び分析し、満足度向上を図っております。 

  

７．サービス内容に関する相談・苦情は下記の方法でお受けいたします。  

  

(１)相談・苦情受付(土日、祝日を除く午前９時から午後５時まで)   

    担当者 管理者・相談員 

    連絡先 ０３－３８９９－３００５(電話)  

  

  (２)その他窓口  

   ①足立区役所福祉部介護保険課事業者指導係  

    連絡先 ０３－３８８０－５１１１(電話)     

   ②足立区基幹地域包括支援センター 

    連絡先 ０３－６８０７－２４６０(電話) 

   ③東京都国民健康保険団体連合会介護福祉部介護相談窓口  

    連絡先 ０３－６２３８－０１７７(電話) 
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８．事故発生の防止及び発生時の対応について（転倒、転落、誤嚥、誤飲、

離設など） 

・当施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、事故発生の防止の  

ための指針を整備しております。また、指針に基づく必要な措置を適切に

実施するための担当者を置いて、事故発生防止のための委員会及び従業者

に対する研修を行います。 

・当施設ではご利用者個々の身体的、精神的状態を考慮し、またご本人・  

ご家族と相談をしながら事故が起きないようにご利用者の支援をさせて

いただいております。 

ただし施設でも状況により、防ぐことが出来ない事故が起こりうる可能 

性がある事をご理解いただき、ご利用をお願いいたします。 

 

９．職場におけるハラスメント対応について 

・当施設は、適切な社会福祉事業の提供を確保する観点から、職場におい  

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されるこ

とを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

10．虐待防止に関する事項について 

ご利用者の人権擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、虐待防 

止のための指針を整備し、虐待防止のための対策を検討する委員会を定期

的に開催するとともに、その結果について職員に周知します。 

虐待を防止するための措置を適切に実施するための担当者を設置し、定 

期的な研修を実施します。 

 

11．業務継続計画の策定等について 

感染症や非常災害の発生時において、ご利用者に対するサービスの提供 

を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じます。また、定期的に業務継続計画の見直しを行い

ます。 

職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び 

訓練を定期的に実施します。 
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12．衛生管理及び感染症対策について 

ご利用者と事業所の衛生管理に努めるとともに感染症が発生し、又はま 

ん延しないように対策を検討する委員会を設置し、定期的に開催するとと

もに、その結果について、職員に周知いたします。 

施設における感染症の予防及びまん延のための指針を整備するとともに、

職員に対し、必要な研修及び訓練を定期的に行います。 

 

 13 ．身体の拘束について 

・当施設は、ご利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場 

合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為は行いません。

やむを得ず身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際のご利

用者の心身の状況、並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

・身体拘束等の適正化を図るための対策を検討する委員会を設置し、月に 

１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の職員に

周知を図ります。 

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備するとともに、介護職員その 

他職員に対し、必要な研修を定期的に行います。 

 

 14. 第三者評価について 

   施設における介護サービスの質の向上を図る為、第三者評価を受審して

います。評価結果は広報紙にて報告いたします。 

 

15．社会福祉法人敬仁会の運営する他施設 

①包括支援センター                 

②介護老人福祉施設                            

③介護老人保健施設                             

④短期入所生活介護                            

⑤短期入所療養介護                                 

⑥地域密着型認知症対応型生活介護                   

⑦地域密着型認知症対応型通所介護                   

⑧訪問介護                     

⑨居宅介護支援事業所                               

⑩ケアハウス                                

⑪養護老人ホーム                                   

⑫障がい者支援施設                   

⑬救護施設                                 

⑭保 育 所                                  

⑮小規模多機能型居宅介護事業所           

⑯サービス付き高齢者向け住宅            
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認知症対応型通所介護の利用にあたり、ご利用者(身元引受人兼連帯保証人)

に対して本書面に基づいて重要事項を説明しました。  

  

 令和  年  月  日  

   

 事業者   〔事業者名〕  社会福祉法人 敬仁会 

            デイサービスセンター ル・ソラリオン西新井 

            （介護保険事業者番号１３９２１００２４２号） 

 

〔住  所〕  東京都足立区西新井３丁目 14 番３号 

 

〔代表者名〕 施設長    森 本 勤 子   印 

 

〔説明者名〕                 印 

 

 私は、本書面により、事業者から認知症対応型通所介護について、重要事

項の説明を受け同意しました。  

 

利用者     〔住  所〕 

 

           〔氏  名〕                                      印 

 

                                （代筆者           ） 

 

成年後見人等〔住  所〕 

 

           〔氏  名〕                                      印 

 

身元引受人兼連帯保証人 

〔住  所〕 

 

           〔氏  名〕                                      印 

                                          （ 続柄           ） 

 

連帯保証人 〔住  所〕 

 

           〔氏  名〕                                      印 

                                          （ 続柄           ） 
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　【　地域密着型認知症対応型通所介護　】

（１）介護給付によるサービスの費用（地域単価:11.10円　１級地）

（２）その他の介護給付サービス加算の費用（地域単価:11.10円　１級地）

１日

1日

1月

1日

1月

1日

Ⅰご利用者が10名以上の施設で、利用開始月とその翌
月から6月後に日常生活動作自立度を測定し、その結果
を厚生労働省に提出し、利用開始月より6月後が一定以
上の改善が見られた場合に算定。
Ⅱ（Ⅰ）の要件を満たし、改善が（Ⅰ）以上に見られた場
合に算定。

若年性認知症利用者
受入加算

６６６円
ご利用者のうち、初老期における認知症によって要介護
者になられた方毎に個別の担当者を定めている場合。

60

５時間以上
６時間未満

６時間以上
７時間未満

１，３２１単位１，２２１単位９２２単位

Ⅰ２９９円
Ⅱ２２２円

55

Ⅰ　１，１１０円
Ⅱ　２，２２０円

１１，３２２円 １２，４３２円

単位数

４４４円

６１０円

１０，２３４円

Ⅰ３３３円
Ⅱ６６６円

40

３時間以上
４時間未満

４時間以上
５時間未満

８時間以上
９時間未満

要介護２

７，４２５円

１，１２０単位

要介護１

６，００５円

４９１単位 ５４１単位 ５８９単位

５６６単位５１５単位

５，４５０円

８７６単位

１１，２７７円 １２，１９８円

１，１２７単位

要介護３

６，２８２円

デイサービスセンター　ル・ソラリオン西新井　　利用料金表

加　算　名

９３６単位 １，０１６単位

９，４７９円

１０，６５６円

６３９単位

１，０９９単位

１，０２０単位

６１８単位

Ⅰ専任の機能訓練指導員が個別機能訓練計画に基づき、計画的
に機能訓練を行った場合に体制加算として算定。
Ⅱ（Ⅰ）を算定し、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働
省に提出し、その評価結果を施設での個別機能訓練計画等に活
用している場合に（Ⅰ）と共に算定。

入浴中のご利用者の観察を含む介助を行う場合。

８，５５８円

８５４単位７７１単位

５，７１６円

料金

６，８５９円

９６０単位

１０，３８９円

Ⅰ訪問・通所リハビリテーションやリハビリテーションを実施してい
る医療機関の理学療法士や医師から対面又は情報通信技術を使
い助言を得て個別機能訓練計画等を作成し、機能訓練を実施した
場合に算定。（3月に1回算定）
Ⅱ訪問リハビリテーションやリハビリテーションを実施している医
療機関の機能訓練指導員が施設を訪問し、当施設職員と共同で
個別機能訓練計画を作成し、機能訓練を実施した場合に算定。
（個別機能訓練加算を算定している場合は100単位/月）

要介護４

６，５３７円 ７，０９２円

１４，６６３円

７９０単位

８，７６９円

Ⅰ100
Ⅱ200

要介護５

６８８単位

１２，５０９円１１，５６６円

７，６３６円

１，２７８単位

１，０４２単位

９，７２３円

１，１８３単位

７，９９２円

６６９単位 ７２０単位

ADL維持等加算（Ⅰ）
ADL維持等加算（Ⅱ）

Ⅰ30
Ⅱ60

９８９単位

１２，０５４円 １３，１３１円 １４，１８５円

１，０８６単位

９，９２３円 １０，９７７円

入浴介助加算（Ⅱ）

医師等がご利用者の居宅を訪問し、浴室でのご利用者の
動作や環境を評価し、それを基に機能訓練指導員等が共
同して入浴計画を作成し、居宅の浴室に近い状況で入浴
介助を行った場合。

７時間以上
８時間未満

８９４単位

１３，５３３円

内　　容

入浴介助加算（Ⅰ）

生活機能向上連携
加算(Ⅰ)

生活機能向上連携
加算(Ⅱ)

個別機能訓練加算(Ⅰ)
個別機能訓練加算(Ⅱ)

Ⅰ27
Ⅱ20

【別紙①】 
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1月

1回

６月に
1回

1回

1月

片道

1日

1日

1月

１月

所定単位

数

×18.1％

（Ⅰ）

×17.4％

（Ⅱ）

×15.0％

（Ⅲ）

×12.2％

（Ⅳ）

管理栄養士を配置し、多職種が共同して栄養アセスメント
を行い、その結果を利用者又は家族に説明を行い、又相
談に応じている場合に算定。
利用者ごとの栄養状態等の情報は厚生労働省に提出し、
その評価結果を栄養管理に活用していること。

５５５円
１，１１０円
１，６６５円
２，２２０円
２，７７５円

口腔機能向上加算(Ⅰ)
口腔機能向上加算(Ⅱ)

送迎未実施減算

延長加算
9時間以上10時間未満
10時間以上11時間未満
11時間以上12時間未満
12時間以上13時間未満
13時間以上14時間未満

Ⅰ150
Ⅱ160

Ⅰ１，６６５円
Ⅱ１，７７６円

総単位数×
11.10円

栄養アセスメント加
算

50 ５５５円

基本単位数
の３％分を加

算

▲５２１円
自宅から施設までの送迎を実施しなかった場合、
所定単位数より減算。

５０
１００
１５０
２００
２５０

Ⅰ　 22
Ⅱ　 18
Ⅲ　  6

２４４円
１９９円
  ６６円

科学的介護推進
体制加算

Ⅰ　介護職員のうち、介護福祉士が70%以上、又は勤続10年以上
の介護福祉士が25％以上配置されている場合に算定。
Ⅱ　介護職員のうち、介護福祉士が50%以上配置されている場合
に算定。
Ⅲ　介護職員のうち、介護福祉士が40%以上配置、勤続年数が7
年以上の職員が30％配置されている場合に算定。

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化
加算
　（Ⅰ）
　（Ⅱ）
　（Ⅲ）

200

感染症又は災害の発生
を理由とする利用者数
の減少が一定以上生じ

ている場合の加算

Ⅰ専任の言語聴覚士等が口腔機能が低下している方を
対象に、口腔機能の向上を目的としたサービスを行う場
合に算定。（１月に２回が限度）
Ⅱ（Ⅰ）の要件を満たし、かつ口腔機能改善管理計画等
の内容等の情報を厚生労働省に提出し、その評価結果を
活用している場合。

２，２２０円

▲４７

※サービスを提供した場合の利用料の額は、上記地域密着型介護サービス費用基準額によるものとし、
当該サービスが法定代理受領サービスであるときは、自己負担割合に応じた額とします。

専任の管理栄養士が栄養状態の低い方を対象に、栄養
改善ｻｰﾋﾞｽを行う場合に算定。必要に応じて利用者の自
宅を訪問し、評価・指導を行う。（1月に2回が限度）

口腔・栄養スクリーニン
グ加算(Ⅰ)

口腔・栄養スクリーニン
グ加算(Ⅱ)

Ⅰ20
Ⅱ 5

Ⅰ２２２円
Ⅱ  55円

Ⅰ利用者に対し、利用開始時及び６カ月ごとに口
腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、
当該情報を介護支援専門員に提供した場合。
Ⅱ（Ⅰ）の要件を満たし、口腔機能向上加算等を算
定している場合。

栄養改善加算

介護職員等処遇改善加算
(Ⅰ)

介護職員等処遇改善加算
(Ⅱ)

介護職員等処遇改善加算
(Ⅲ)

介護職員等処遇改善加算
(Ⅳ)

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)

総単位数
×11.10円

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置
ができるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する観点から、
介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職
員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の
要件及び加算率を組み合わせた4段階の「介護職員等処遇改善
加算」に一本化を行う。
(食費、居住費、その他の費用、立替金は含まれません。)

40 ４４４円

ご利用者の自立度、栄養状態等や心身の状況等に係る
基本的な情報を厚生労働省に提出し、その評価結果を
サービスに活用している場合。

7時間以上9時間未満の前後に日常生活上の世話
を行った場合に算定。

感染症等の発生を理由とする利用者の減少が生
じ、当該月の利用者数の実績が、前年度の同月の
月平均利用者数より５％以上減少している場合。
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（３）介護保険の給付対象とならないサービス

　①食事の提供に要する費用（食材料費及び調理費）

（４）その他のサービスに要する費用

税区分

課税

課税

　【　地域密着型介護予防認知症対応型通所介護　】

（１）介護給付によるサービスの費用（地域単価:11.10円　１級地）

８９１単位

９，８９０円

４２９単位

８，８５７円

※サービスを提供した場合の利用料の額は、上記地域密着型介護サービス費用基準額によるものとし、当該
サービスが法定代理受領サービスであるときは、自己負担割合に応じた額とします。

８時間以上
９時間未満

朝食 ４２６円 昼食

４，７６１円

３時間以上
４時間未満

４７６単位

５，２８３円

５４５円６５５円 夕食

７９８単位

要支援１

６８４単位

要支援２

利用者に係る各種証明書の発行（住所変
更に係るものは除く）

４４９単位

４，９８３円

６６７単位

９，５９０円

４時間以上
５時間未満

８，２４７円

７６２単位

５時間以上
６時間未満

６時間以上
７時間未満 ７，５９２円

７４３単位

所要時間

７，４０３円

８，４５８円

４９８単位

５，５２７円

（２）その他の介護給付サービス加算の費用、（３）介護保険の給付対象とならないサービスに要する費用は、
上記、【地域密着型認知症対応型通所介護】と同じです。

７時間以上
８時間未満

７７３単位 ８６４単位

８，５８０円

領収書再発行手数料 １部  ２２０円(税込) 利用者領収書の再発行（１処理１部とする）

料　金 内　　　容

各種証明書発行手数料 １部  ５５０円(税込)
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社会福祉法人敬仁会 個人情報保護方針(プライバシーポリシー) 

 

１．基本方針 

   社会福祉法人敬仁会（以下「法人」という。）は、当法人が扱う個人情報の重

要性を認識し、その適正な保護のために、自主的なルール及び体制を確立し、

個人情報保護に関する法令その他の関係法令及び厚生労働省のガイドライン

（以下「法令等」という）を遵守し、個人情報の保護を図ることをお約束いたし

ます。   

２．個人情報の適正な取得 

   法人は、個人情報を適正・適法な手段で取得いたします。 

３．利用目的の特定 

   法人は、個人情報の取扱いにあたり、利用目的をできる限り特定すると

ともに、法令等に規定されている場合を除いて明示した利用目的以外で

の利用はいたしません。仮に、明示した利用目的外にて個人情報を利用

する場合には、事前にご本人の同意を得ます。 

４．個人情報の第三者への提供 

   法人は、法令等に規定されている場合及びご本人の事前同意を得た場合

を除き、第三者に個人情報を開示・提供いたしません。 

５．個人情報取扱に関する苦情への対応 

   法人は、個人情報の取扱に関して苦情が寄せられた時は、適切かつ速や

かに対応します。 

６．個人情報の開示、訂正、利用停止等 

   法人は、ご本人から個人情報の開示・訂正・追加・削除・利用停止等を

求められたときには、所定の手続きに従って速やかに対応いたします。

法令等により対応しかねる場合は、速やかに通知いたします。 

７．個人情報の維持・更新 

  法人は、保有する個人情報を利用目的範囲内において、正確かつ最新の

内容に保つよう努めます。 

８．個人情報保護対策 

   法人は、個人情報の漏えい・紛失・改ざんの防止のほか、個人情報の安全管

理のために合理的かつ適切な措置を迅速に行います。 

      ２０１７年１月１日 

       社会福祉法人 敬仁会 

    理 事 長  藤井 一博 

 

【別紙②】 
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【別紙③】 

個人情報の利用目的の特定について 

 

 社会福祉法人 敬仁会（以下「法人」という。）は、取得したご利用者及びそのご家

族の個人情報に関しての利用目的を以下のとおり特定します。 

 

１．法人内部での利用 

①利用者等に提供する福祉サービス 

②法人の管理運営業務 

・入退所等の管理 

・会計・経理 

・費用の請求及び収受に関する事務 

・事故等の内部報告 

・福祉サービスの向上のための資料 

・実習への協力及びケース研究   

２．法人外部への福祉サービスに付随する情報提供 

・医療機関、福祉施設等との連携 

・医療機関、福祉施設等への照会に対する回答 

・外部の医師等に意見・助言を求める場合 

・給食等の業務委託 

・家族等への状況説明 

・費用の請求及び収受に関する事務 

３．利用目的による制限の例外 

  ①法令に基づく場合（別表省略） 

  ②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき 

  ③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき 

  ④国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼす恐れがあるとき 

 

２０１７年１月１日 

社会福祉法人 敬仁会 

理 事 長  藤井一博 


